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介護労働の現状について
平成３０年度 介護労働実態調査の結果と特徴

はじめに

「事業所における介護労働実態調査」及び「介護
労働者の就業実態と就業意識調査」は、全国の
介護保険サービス事業所の中から、無作為抽出
にて調査対象事業所を選定し、アンケート調査を
実施した。

この資料では、平成３０年度調査結果を基とした
特徴を事業所の実態、介護労働者の状況等を交
えて図表解説する。
※集計結果の詳細については「結果報告書」を
参照していただきたい。

≪調査対象事業所と回答状況≫

（１）「事業所における介護労働実態調査」
有効調査事業所数：17,630事業所
有効回答事業所数：9,102事業所
（有効回答率 51.6％）

（２）「介護労働者の就業実態と就業意識調査」
有効調査労働者数：52,890人
有効回収労働者数：22,183人
（有効回答率 41.9％）

～目次～

Ⅰ 法人・事業所について

１ 労働者の賃金について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

（所定内賃金、賞与、介護職員処遇改善加算の取得、対応状況）
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（運営の問題点、採用・離職、不足感等）

Ⅱ 労働者の雇用管理

１ 労働者の介護に関する理由・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12

（職場を選んだ理由・希望、悩み、介護をやめた理由等）
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労働者の所定内賃金（平均額）
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2職種（訪問介護員、介護職

員）の所定内賃金（正規職員
、月給の者）では、訪問介護
員が211,732円（204,635円）
で昨年より7,097円増加、
介護職員が217,465円（
214,851円）で昨年より2,614

円増加。賃金は年々増加して
いる。

2職種を比較すると、「月給」

では、介護職員が訪問介護
員を5,733円上回った。

一方、 「時間給」では、訪
問介護員が介護職員を304

円上回っている。なお、調査
した職種の中で訪問介護員
の月給は最も安いが、時間給
は２番目に高かった。

労働者の所定内賃金は年々増加（事業所調査）

＜正規職員、月給の者＞

＜非正規職員、時間給の者＞

（ ）内は昨年度数値
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労働者への賞与支給状況
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労働者への賞与の支給状況
において、正規職員では約7

割、非正規職員では約4割の

事業所が「定期的に支給して
いる」 と回答した。

制度や経営状況にかかわら
ず支給している事業所を含む
と、正規職員では約9割、非正
規職員では7割強の事業所が
賞与を支給している。

2職種の支給賞与額（正規職

員、月給の者）では、訪問介護
員が400,003円（389,892円）
で昨年より10,111円の増加、
介護職が576,014円（568,454

円）で昨年より7,560円増加し
た。

約７割の事業所が正規職員へ賞与を定期的に支給（事業所調査）

労働者の支給賞与額＜正規職員、月給の者＞

定期的に賞与を

支給している

69.6 

40.4 

制度はあるが、

経営状況に応じて

支払わない場合がある

12.2 

8.4 

制度はないが、

経営状況に応じて

支給している

9.4 

25.3 

賞与制度もなく

支給していない

7.0 

24.3 

無回答

1.8 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

正規職員(n=9,040)

非正規職員(n=7,747)

賞与制度あり 賞与制度なし



介護職員処遇改善加算の対応
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介護職員処遇改善加算を取
得した事業所は全体の77.3％
、取得していない事業所は9.6

％、11.9％は加算対象外だっ
た。

取得したと回答した事業所の
介護職員処遇改善加算の対応
では、 「一時金の支給」が62.2

％、「諸手当の導入・引き上げ」
が60.2％と6割を超え、次いで「
基本給の引き上げ」が41.9％で
あった。

支給方法については、一時金
の支給が最も多かった。

介護職員処遇改善加算の取得、対応状況（事業所調査）
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事業を運営する上での問題点（複数回答）
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事業所を運営する上での問
題点では、「良質な人材の確保
が難しい」56.3％、「今の介護

報酬では、人材の確保・定着の
ために十分な賃金を払えない」
48.0％の2項目が高い割合を
占めた。

このグラフからもわかるとおり
、人材や財源の確保が事業所
の喫緊の課題である。

一方で、労働者の意欲や姿
勢、コミュニケーションに対する
管理、利用者等への介護サー
ビスの理解については、問題と
して捉えていない。

運営する上での問題点は人材や財源の確保（事業所調査）
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採用率と離職率の推移
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離職率は減少傾向（事業所調査）

訪問介護員、介護職員の1年間（平成29年10月1日から平成30年9月30日まで）の採用率は18.7％、
離職率は15.4％であった。離職率は経年で比較すると減少傾向である。
採用率も年々減少傾向であったが、本年度は前年度よりも0.9ポイント上昇している。

離職率の減少傾向と採用率の改善の理由としては、事業所における労働環境が改善
され、人材の定着が図られてきていることが挙げられる。

（％）
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他産業との採用率の比較
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他産業との離職率の比較

平成29年度の雇用動向調査か

ら、サービス系の他産業と本調
査を比較する。
本調査の採用率は18.7％、雇
用動向調査の産業計は16.0％で
、本調査が2.7ポイント上回った。

生活関連サービス業や宿泊、飲
食サービス業よりは下回る結果
であった。

離職率では、本調査は15.4％、
雇用動向調査の産業計は14.9％
で、本調査が0.5ポイント上回っ

たが、生活関連サービス業や宿
泊、飲食サービス業と比較すると
、介護職の離職率は高くはないと
いうことができる。

他産業比較にみる介護労働者の採用率と離職率（事業所調査）

（厚生労働省：平成29年度雇用動向調査結果より）

（％）

（％）
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離職者の勤続年数の内訳
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離職者を勤続年数の内訳で見た場合、２職種合計では「勤続1年未満」の離職者が全
体の約4割を占めている。
また、勤続3年未満の離職者を合計すると約6割強となり、離職率を引き上げているの
は、勤続年数の短い労働者が要因ともいえる。
教育や研修等において、入職3年未満の職員への対応が必要であることはこの結果か
らも読み取ることができる。

勤続３年未満の離職者が全体の約６割（事業所調査）
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不足している理由（複数回答）

従業員の不足感は67.2％で。
平成25年以降、5年連続して上
昇している。

不足している理由では、「採用
が困難である」が89.1％で最も
高かった。

更に採用が困難な理由として
は「同業他社との人材獲得競争
が厳しい」が56.2％、「他産業に

比べて、労働条件等が良くない
」が54.9％、「景気が良いため、

介護業界へ人材が集まらない」
が46.1％となっている。

増加する介護人材の不足感と不足理由（事業所調査）

５年連続上昇

※「不足感」とは、介護サービスに従事する従業員の過不足状況において、「大いに不足」「不足」「やや
不足」と回答した割合の合計値。

（％）



労働者の年齢割合
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65歳以上の介護労働者の
割合は12.2％で全体の1割
を超え、60歳以上65歳未満
と合わせると21.6％と全体の
2割を超える。
年齢割合においては、40歳
以上45歳未満、45歳以上50

歳未満に次いで、65歳以上
が3番目に多かった。

60歳以上の介護労働者の推

移をみると、年々増加傾向に
ある。

増加する高年齢労働者（事業所調査）
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現在の仕事を選んだ理由
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労働者が現在の仕事を選んだ
理由では、 「働きがいのある仕
事だと思ったから」が49.3％と最

も高く、次いで「資格・技能が生
かせるから」35.5％、「人や社会
の役に立ちたいから」が29.5％、

「今後もニーズが高まる仕事だ
から」が28.9％と続いた。

介護に対する社会的な印象や
魅力が多く挙げられているが、
入職3年未満で辞めていく職員
が多い。

調査結果のような志を持って
入職してきた職員が働き続けら
れるような職場環境づくりが事
業所には求められる。

労働者が現在の仕事（介護）を選んだ理由（労働者調査）
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勤務先に関する希望について、4職種すべてにおいて「今の勤務先で働き続けたい」
が5割を超え、訪問介護員では65.7％と最も高かった。

また、「わからない」が4職種すべてにおいて約2割あり、勤務先での状況に何らかの
不安、不満を抱えていると考えられる。

今の勤務先の継続意向（労働者調査）

勤務先に関する希望
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現在の法人に就職した理由
では、「通勤が便利だから」が
37.3％で最も高く、次いで「資

格・技能が活かせるから」が
36.9％、「やりたい職種・仕事
内容だから」が35.4％、「働き

がいのある仕事だと思ったか
ら」が35.1％と続いた。

労働者自身のやりがい等が
上位の項目に挙げられる。

一方で、法人理念や事業所
の経営、環境等については不
満を抱え離職する要素ともな
りえるため、事業所は配慮す
る必要がある。

労働者が現在の法人（職場）に就職した理由（労働者調査）

現在の法人に就職した理由（複数回答）

労
働
者
自
身
の
や
り
が
い
に
な
る

項
目
が
多
く
あ
げ
ら
れ
る

事
業
所
が
配
慮
す
る

必
要
の
あ
る
項
目
と
い
え
る



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.8 

35.1 

29.8 

26.5 

24.9 

16.1 

14.2 

12.1 

11.7 

8.4 

8.1 

11.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用者の援助・支援や生活改善につながる

専門性が発揮できる

仕事が楽しい

福祉に貢献できる

自分が成長している実感がある

生計を立てていく見込みがある

キャリアアップの機会がある

目標にしたい先輩・同僚がいる

期待される役割が明確である

法人（事業所）や上司から働きぶりが評価され
る

業務改善の機会がある

いずれもあてはまらない
H30(n=22,183)

今の仕事や職場に対する考え方（複数回答）

15

今の仕事や職場に対する考
え方では、「利用者の援助・支
援や生活改善につながる」が
40.8％で最も高く、次いで「専門
性が発揮できる」が35.1％、「仕
事が楽しい」が29.8％と続いた
。

事業所が注目しておくべき項
目としては、キャリアアップの機
会や役割の明確化、働きぶりの
評価等の体制や評価について
の内容が低かったことである。

人材の定着にあたっては、こ
のような内容の改善が事業所
には求められる。

労働者が思う「今の仕事や職場にあてはまること」（労働者調査）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.4 

32.7 

26.0 

24.3 

25.6 

23.5 

19.0 

13.0 

10.4 

10.8 

3.8 

4.8 

3.8 

12.5 

71.9 

51.4 

42.2 

44.2 

33.6 

31.8 

27.6 

36.4 

16.2 

19.1 

19.4 

11.0 

3.3 

3.9 

54.8 

39.7 

32.3 

28.7 

22.4 

22.7 

26.4 

7.6 

11.0 

6.4 

11.5 

5.0 

3.3 

10.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

人手が足りない

仕事内容のわりに賃金が低い

有給休暇が取りにくい

身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安

がある）

精神的にきつい

業務に対する社会的評価が低い

休憩が取りにくい

夜間や深夜時間帯に何か起きるのではな

いかと不安がある

健康面（感染症、怪我）の不安がある

労働時間が不規則である

福祉機器の不足、機器操作の不慣れ、施

設の構造に不安がある

職務として行う医的な行為に不安がある

その他

労働条件・仕事の負担について特に悩

み、不安、不満等は感じていない

訪問系(n=9,531)

施設系（入所型）(n=4,743)

施設系（通所型）(n=6,883)

16

労働条件・仕事の負担に
関する悩み、不安、不満等
についてでは、訪問系、施
設系（入所型、通所型）の3

区分で比較した。

多くの項目で施設系（入
所型）が他よりも高い結果
であったが、中でも「人手
が足りない」「深夜時間帯
に不安がある」の項目では
、訪問系、施設系（通所型
）に比べ大きな差が見られ
た。

訪問系、施設系（通所
型）では、「特に悩み、不安
、不満等は感じていない」
が施設系（入所型）よりも
高かった。

労働条件・仕事の負担に関する悩みの上位は「人手が足りない」
（労働者調査）

職場での労働条件・仕事の負担に関する悩み、不安、
不満等について（複数回答、上位抜粋）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.9 

16.6 

15.4 

17.0 

13.0 

12.8 

7.0 

10.0 

3.1 

39.2 

31.7 

27.8 

30.6 

23.7 

19.7 

15.2 

17.6 

12.8 

3.8 

19.5 

21.0 

22.0 

21.2 

20.5 

18.2 

14.8 

12.5 

11.1 

2.9 

29.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

部下の指導が難しい

自分と合わない上司や同僚がいる

ケアの方法等について意見交換が不十分である

経営層や管理職等の管理能力が低い、
業務の指示が不明確、不十分である

上司や同僚との仕事上の意思疎通がうまく行かない

経営層の介護の基本方針、理念が不明確である

上司や同僚の介護能力が低い

悩みの相談相手がいない、相談窓口がない

その他

職場での人間関係について
特に悩み、不安、不満等は感じていない

訪問系(n=9,531)

施設系（入所型）

(n=4,743)

施設系（通所型）

(n=6,883)

職場での人間関係等の悩み、不安、不満等について
（複数回答）

17

施設系（入所型）では「部
下の指導が難しい」が最も
高く、多くの項目で訪問系や
施設系（通所型）よりも高い
結果がでている。

また、訪問系、施設系（通
所型）では「職場での人間関
係について特に悩み、不安
、不満等は感じていない」が
最も高かったものの、次項
で示す前職をやめた理由で
は「職場の人間関係」が原
因でやめる職員が多い結果
も出ていることから、職場の
人間関係については事業所
としても把握しておくべき項
目といえる。

労働者が抱える「職場の人間関係」等の悩み（労働者調査）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.7 

20.3 

17.6 

16.5 

16.4 

16.3 

11.4 

11.0 

7.1 

5.8 

4.6 

4.2 

4.0 

3.2 

1.1 

14.6 

26.4 

11.5 

8.2 

13.4 

18.1 

10.1 

10.5 

10.3 

9.6 

4.5 

3.1 

3.7 

3.6 

0.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

職場の人間関係に問題があったため

結婚・出産・妊娠・育児のため

他に良い仕事・職場があったため

法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に

不満があったため

収入が少なかったため

自分の将来の見込みが立たなかったため

その他

新しい資格を取ったから

人員整理・勧奨退職・法人解散・

事業不振等のため

自分に向かない仕事だったため

家族の介護・看護のため

病気・高齢のため

家族の転職・転勤、又は事業所の移転のため

定年・雇用契約の満了のため

無回答
前職が介護関係の仕事(n=5,507)

前職が介護・福祉・医療関係以外の仕事(n=10,657)

前職をやめた理由（複数回答）

18

前職の有無から「前職が介
護関係の仕事（以下、前職介護）」
と「前職が介護・福祉・医療
関係以外の仕事（以下、前職が介

護以外）」で比較した。

「職場の人間関係に問題が
あったため」では、前職が介
護の方が前職が介護以外よ
りも8.1ポイント高く、仕事上

避けて通ることができないた
め、重視していることが分か
る。

「結婚・出産・妊娠・育児の
ため」では、前職が介護の方
が前職が介護以外よりも6.1

ポイント下回ったが、人材の
採用、定着のためにも職場
環境の改善は今後も求めら
れる内容である。

労働者が前職の仕事をやめた理由（労働者調査）



外
国
人
と
一
緒
に
働
い
て
い
る

労
働
者
の
方
が
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な

印
象
が
高
い

外
国
人
労
働
者
が
事
業
所
に
い
な
い

労
働
者
の
方
が
不
安
感
が
高
い
傾
向
に
あ
る

（労働者調査）外国人労働者と一緒に働くことについて
（複数回答）

19

外国人労働者を受け入
れている事業所は全体の
2.6％と少数だったが、外

国人労働者の活用の課題
においては、受け入れて
いない事業所より、受け入
れている事業所の方が支
障は少ないと感じている
傾向にあった。

また、グラフ（労働者調
査）にあるように外国人労
働者と一緒に働いていな
い人より、一緒に働いてい
る人の方が不安感はなく、
「職場に活気が出る」、「利
用者が喜んでいる」等の
ポジティブな印象を持って
いることがわかった。

外国人労働者と一緒に働く労働者の印象はプラス評価（事業所調査、労働者調査）

（％）



20

事業所の取り組み（複数回答）
早期離職防止や定着促進の
ための取組みについて、訪問
介護員と介護職員の２職種で
比較をした。

多くの項目で介護職員が訪
問介護員を上回る結果であっ
た。

2職種で差の大きかった項目

では「残業を少なくする、有給
休暇を取りやすくする」が14.2

ポイント、「新人指導担当・アド
バイザーを置いている」が12.8

ポイントの差でいずれも介護職
員が訪問介護員を上回った。

従業員の早期離職防止や定着促進のための取り組み（事業所調査）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.1 

52.0 

46.2 

43.7 

43.4 

40.0 

35.0 

33.8 

28.8 

27.0 

26.4 

25.2 

24.7 

23.2 

21.5 

13.7 

13.1 

11.6 

6.0 

2.7 

1.0 

2.4 

0.9 

68.7 

56.2 

60.4 

54.6 

34.2 

44.0 

41.0 

39.4 

36.9 

29.7 

38.9 

32.7 

35.1 

29.1 

24.0 

18.1 

25.9 

21.0 

12.5 

8.2 

1.3 

1.6 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改善に

取り組んでいる

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている

（定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）

残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする等の労働条件の改善に

取り組んでいる

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている

仕事内容の希望を聞いて配置している

能力や仕事ぶりを評価し、賃金などの処遇に反映している

賃金水準を向上させている

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている

（メンタルヘルス対策を含む）

キャリアに応じた給与体系を整備している

健康対策や健康管理に力を入れている

業務改善や効率化等による働きやすい職場作りに力を入れている

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する

機会を設けている

能力開発を充実させている

（社内研修実施、社外講習等の受講・支援等）

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている

（カラオケ、ボーリングなどの同好会、親睦会等の実施を含む)

職場環境を整えている

（休憩室、談話室、出社時に座れる席の確保等）

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

新人の指導担当・アドバイザーを置いている

管理者・リーダー層の部下育成や動機付け能力向上に向けた

教育研修に力を入れている

子育て支援を行っている

（子供預かり所を設ける、保育費用支援等）

介護ロボットやICT 等の導入による働きやすい職場作りに

力を入れている

その他

特に方策はとっていない

無回答

訪問介護員(n=1,759)

介護職員(n=4,639)



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.5

23.9

31.4

25.1

30.1

21.5

27.7

6.8

1.0

5.0

3.9

60.1

33.8

33.6

34.9

34.6

29.5

34.8

5.9

1.0

4.9

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者（兼任を含む）

もしくは担当部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、

配置や処遇に反映している

法人全体（関係会社を含む）で連携して

育成に取り組んでいる

自治体や、業界団体が主催する教育・研修には

積極的に参加させている

地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して

育成に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

無回答 訪問介護員(n=3,566)

介護職員(n=8,785)

人材育成のための方策（複数回答）

21

人材育成のための方策に
ついて、訪問介護員と介護
職員の２職種で比較をした。

多くの項目で介護職員が訪
問介護員を上回る結果であ
った。

2職種で差の大きかった項

目では 「教育・研修の責任
者もしくは担当部署を決めて
いる」が9.9ポイント、「職員に

後輩の育成経験を持たせて
いる」が9.8ポイント、「法人全

体で連携して育成に取り組
んでいる」8.0ポイントの差で

いずれも介護職員が訪問介
護員を上回った。

人材育成の取組について（事業所調査）

介
護
職
員
が

上
回
っ
た
項
目



【付属資料】事業所調査の基本属性

22

（%）

回答事業所数 民間企業 社会福祉協議会
左記以外の社会

福祉法人
医療法人

ＮＰＯ
（特定非営利活

動法人）

社団法人・
財団法人

協同組合
（農協・生協）

地方自治体
（市区町村、広
域連合を含む）

その他 無回答

9,102 5,129 380 1,559 1,111 401 186 121 65 95 55

100.0 56.4 4.2 17.1 12.2 4.4 2.0 1.3 0.7 1.0 0.6

政令指定都市、東京２３区 2,225 67.6 0.8 13.2 11.0 3.6 1.5 1.3 0.1 0.8 0.2

上記以外の市・区 5,643 54.9 3.5 18.0 13.1 4.7 2.3 1.4 0.5 1.1 0.5

町・村、その他 1,138 41.5 14.1 21.7 10.5 4.7 1.6 1.4 3.2 1.0 0.4

訪問介護 2,040 73.8 5.7 4.7 3.7 6.9 1.6 2.0 0.1 0.9 0.7

訪問入浴介護 40 82.5 10.0 5.0      - 2.5      -      -      -      -      -

訪問看護 705 50.9 0.3 3.5 22.7 1.8 11.9 2.3 3.3 2.7 0.6

通所介護 1,348 60.7 8.7 14.0 8.6 3.9 1.1 2.0 0.1 0.3 0.6

通所リハビリテーション 172 2.3      - 3.5 84.3      -      - 1.7 1.7 5.8 0.6

短期入所生活介護 129 65.1      - 18.6 10.1 2.3 0.8 2.3      - 0.8      -

特定施設入居者生活介護 272 73.5 0.4 14.3 8.8 0.7 0.7      -      - 1.1 0.4

地域密着型通所介護 1,091 78.7 2.6 3.3 3.2 8.7 0.9 0.5 0.1 1.2 0.8

認知症対応型通所介護 78 56.4      - 19.2 9.0 9.0 1.3 2.6      - 2.6      -

小規模多機能型居宅介護 224 52.2 1.8 20.5 11.6 10.3 1.8 1.3      - 0.4      -

認知症対応型共同生活介護 622 62.2 1.0 15.1 14.0 5.5 0.6 0.6 0.2 0.2 0.6

地域密着型特定施設入居者生活
介護

29 41.4 6.9 44.8 3.4      -      -      -      - 3.4      -

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

164 0.6 3.7 94.5 1.2      -      -      -      -      -      -

居宅介護支援 659 64.2 8.6 5.3 11.4 4.1 1.5 1.2 0.9 1.8 0.9

介護老人福祉施設 761 0.9 3.4 94.3      -      -      -      - 1.2 0.1      -

介護老人保健施設 328 0.3 0.3 13.1 77.1      - 3.7 0.6 3.4 1.5      -

介護医療院（介護療養型医療施
設）

37      -      -      - 91.9      -      -      - 8.1      -      -

全体

市

区

町

村

区

分

別

主
と
す
る
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
種
類
別

(

一
部
抜
粋
）

 

（事業所調査）労働者個別状況（職種、雇用形態、性別、平均年齢）
(%) (歳)

正規 非正規 男性 女性

全体 81,643 53.3 42.6 19.7 77.7 47.7

訪問介護員 13,071 21.8 75.2 9.8 88.0 54.3

介護職員 35,082 58.6 39.8 24.7 73.6 45.1

サービス提供責任者 2,327 81.3 16.8 14.5 84.0 48.9

看護職員 9,441 54.2 43.1 4.8 92.9 50.1

介護支援専門員（ケアマネジャー） 3,060 83.2 14.2 23.3 74.2 49.8

生活相談員または支援相談員 3,578 83.8 14.0 36.7 61.1 44.1

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 2,520 71.9 24.9 52.6 45.8 39.4

管理栄養士・栄養士 1,069 88.3 9.0 6.3 92.0 40.3

平均年齢
性別雇用形態労働者個別

人数


